












































































































































































































































































































































































































































































































成18年 3 月30日判決・民集60巻 3 号948頁）、また、法律に規定のない
「パブリシティ権」があることを認め、その侵害が不法行為による損
害賠償請求権の発生という法律効果が生じうることを肯定している


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　A、 B及び Cの間で、平成24年 1 月 1 日に、「①Aがその所有する甲ト
ラックを Bに対して代金1000万円で売る。② Bが同トラックを Cに対し































































　Aは、平成27年 1 月 1 日、Bに対し、弁済期を同年 6月31日と定めて、












月25日午後 1 時に C司法書士事務所において甲不動産の所有権移転登記


































































































































































































45頁以下、『設例13題』 9頁以下、『30講』第 3版100頁以下、『考え方と実務』第 3



































































































































































































































































































































































































69　例えば、兄弟である A 及び B が「互いに仲良くすることとし、これを守らな
かった場合には、その者は他方に対して100万円を支払う。」という合意をしたとし
よう。この合意に基づき、Aが Bに対して100万円の支払請求の訴えを提起したと
しても、裁判所は、その請求を認めることはないであろう。また、前述のとおり、
A及び Bが「Aは Bに対して甲土地について所有権移転登記手続をする。」という
合意をし、この合意に基づき、 BがAに対して甲土地についての所有権移転登記
手続を求める訴えを提起したとしても、裁判所は、その合意が贈与契約の履行方法
についての合意であるというならば格別そうでない無名契約に基づくものであると
すれば、その請求を認めることはないであろう。
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